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在 住 協 通 信
伝統の技術を未来へ。
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今月号の見出し

在住協 第15期に寄せて
木造建築に従事する誇りを胸に

住宅建設技能者の社会的な重要性

「職人」への感謝と敬意と共に
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　 飛鳥時代創業の世界最古の企業「金剛組」にはじ
まり、日本では、人々のたゆまぬ努力と技術革新に
より、世界にも類を見ないほど木造建築が発展し、
豊かな住生活に貢献しています。その担い手の一人
として、伝統に携わっている事に誇りを持ち、次の
世代につなげていくことが重要だと考えています。
　そのために、様々な人の力を借り、国籍の垣根な
く木造住宅建築に携わる「人」の柔軟な人材育成が
在住協の使命です。

　 私自身ものづくりが好きで、小さな頃は大工に憧
れていました。新卒で施工監理に携わり、部材の名
前から段取りまで、職人の方に家づくりの基礎を教
えていただき、心から感謝しています。当時の現場
でも、技術継承・人材確保の課題についてよく話し
ていました。
　まずは、子供たちや社会に対し、職人の仕事を広
く知る機会をつくること。また、労働環境を改善
し、職業価値を高めていけるよう取り組んで参りま
す。お力添えをよろしくお願いいたします。

Zaijyu Kyoko'sZaijyu Kyoko's  
Pickup!Pickup!

　みなさまこんにちは!
在住協通信のナビゲーター
在住 協子です。
(ざいじゅうきょうこ）

　先月号の「第15期 理事
長インタビュー」に続き、
5月号では、副理事長から
の期首メッセージをご紹介
します。

　6月26日の会員集会で
は、改めて会員の皆さまと
の交流の場を設けさせてい
ただきます。
ぜひご参加くださいませ。

・副理事長インタビュー

・在住協事務局便り

・新規会員様のご紹介

・お知らせ
会員集会開催日参加募集

　 人口の減少や、住宅性能向上による住宅寿命の伸長
により、新築着工件数は2022年度で86万戸、 2023年
度は82万戸前後と予想されます。株式会社野村総合研
究所によると、2030年には74万戸、2040年には 55
万戸へ減少すると見込まれています。
　一方、技能者の数は、高齢化や担い手不足により、
2020年時点の82万人から、2030年には３割減の64万
人、2040年には4割減の51万人となり、新築需要を上
回るペースの減少が予測されます。
　いよいよ対策が急務で、特にこれから数年の人材確
保・育成施策や、現場の無駄の削減や生産性向上が非
常に重要で、喫緊の課題です。 

　私は、これまで設計・営業・施工を通し、40年家づ
くりに携わり、「現場第一」を信念としてきました。
在住協においても、現場の第一線で活躍される皆さま
と共に、人材確保につなげる事業をはじめ、参考とな
る実例紹介やセミナー等を通し、一丸となって課題に
取り組んで参ります。そのためには、皆さまのご協力
がなければ何も進んで参りません。協会の活動に、よ
り一層積極的に参加していただければ幸いです。

「現場第一」に皆さまと共に歩む

住宅業界を40年にわたり見つめて

会場でお待ち
しております！

・2040年の「住宅建設
　技能者」予測

・労務費の適切な転嫁の
　ための価格交渉に関する
　指針

タマホーム株式会社
取締役
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場所

⽇時

お知らせ

プログラム
　物価上昇を乗り越える構造的な賃上げを実現するためには、
特に雇用の７割を占める中小企業がその原資を確保できる取引
環境を整備することが重要です。その取引環境の整備の一環と
して、昨年11 月29 日に内閣官房及び公正取引委員会の連名で
「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」が策定
されました。
　ついては、大企業と中小企業が共に成長できる持続可能な関
係を構築するために、「パートナーシップ構築宣言」の作成・
公表も推奨されています。すでに在住協会員も20社が宣言され
ています。ぜひ取り組まれてみませんか？

労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針

新規会員様のご紹介
株式会社建築シミズ
株式会社フジコー
株式会社夢現
株式会社ジャパン断熱
大正工業株式会社
株式会社宮本工業

ご入会をありがとうございます
末永くよろしくお願い致します

フェイスブックでも配信中
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お友達追加をお願いします！

カラーで読みやすいメール講読へ変更されませんか？貴社名・ご担当者
様名・メールアドレス明記の上、zairai@jtha.jp までご連絡ください。

1.

配信停止をご希望の場合は、会社名及びFAX番号、「通信配信停止希
望」とご記入の上、FAXでご連絡下さい。ご連絡のタイミングにより次
月も届く場合がございます。予めご了承下さい。

2.

FAX講読ご利用中のみなさまへ

在住協事務局便り
セミナー開催レポート

　４月２２日に、（独）中小企業基盤整備機構
ご協力の下、「事業継続力強化計画の概要と策
定方法を知る」オンラインセミナーを開催しま
した。ご参加を誠にありがとうございました。
　アーカイブ動画を在住協HPに掲載いたしま
す。見逃した方はどうぞこちらをご視聴くださ
い。有事の事業継続に、少しでもお役に立てば
幸いでございます。

2040年の「住宅建設技能者」予測
　株式会社野村総合研究所により、2040年には現状より37％担い手が不足
し、人口減少により新築着工棟数が減っても、生産性を一人当たり1.3倍向上
させる必要があると予測されています。人手不足解消には、今後数年の対策が
大変重要になります。データについて、詳しくはグラフからリンク先をご確認
ください。

We are members!

＼第15期 会員集会参加募集／

13時半開場、受付開始

６月26日（水）

東京都港区高輪3-23-17品川センター
ビルディング B1階（品川駅徒歩３分）

出典：株式会社野村総合研究所 NRI JOURNAL

　特に進む大工不足対策への一歩として、「建
築大工技能者等検討会」は、住宅建設分野への
就職希望者に向けた情報や、 一人親方・工務
店が建築大工技能者を確保・育成していくため
の情報を発信するポータルサイトを新設しまし
た。ぜひご覧ください。

指針詳細PDF

宣言企業はロゴマークを使うことがで
き、一部の補助金について加点措置が
講じられます。申請について詳しくは
ホームページをご覧ください。 パートナーシップ宣言ロゴ

14:00　開会
14:10　セミナー
　　　　 

15:30　総会
16:15　玉木理事長ご挨拶
16:25　在住協アワード
17:00　会員交流会
※会員交流会は、原則として会費
　事前申込制（5,000円/人）です

AP品川アネックス

お申込は
こちらか
らお願い
します

リンク先

在住協HP 
会員メニュー

ログインにはユーザー名とパスワ
ードが必要です。ユーザー名とパ
スワードは、毎年の会費納入後に
お送りするお手紙に記載しており
ます。ご不明な方は、事務局まで
お問合せくださいませ。

※注記
住宅の供給力を考えるた
め、住宅建設技能者とは、
職業分類「建設・採掘従事
者」より、住宅建設と関連
がある職業をまとめて定義
した

※注記

＼要チェック／

詳細リンク先

見逃した方はこちらから！

建設業の働き方改革
定着率をあげるために

https://www.nri.com/jp/journal/2023/0828
https://jtha.jp/
https://www.facebook.com/jtwha?locale=ja_JP
https://daiku-narou.mlit.go.jp/about/
https://daiku-sodateru.mlit.go.jp/about.html
https://www.biz-partnership.jp/
https://docs.google.com/forms/d/1_e9e9DasWqxSxFb0vvCwbuQUBo2eYIn-0EVUHDzDdfE/edit?pli=1
https://jtha.jp/wp-login.php?redirect_to=%2Fmembertop
https://www.nri.com/jp/journal/2023/0828

